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中ソ同盟の成立（1950 年）
－「戦後」と「冷戦」の結節点－
松　村　史　紀
はじめに
現代東アジアの国際政治は、二つの戦争を経験
して、その基礎が形成されている。一つは第二次
世界大戦である。戦後、戦勝国（連合国）の大国
間協調と勝者による敗戦国の占領管理という二本
立ての平和秩序が構想された。もう一つは冷戦で
あり、この地域に分断（朝鮮半島、中国大陸と台湾）
と同盟（日米同盟など）が生まれた。前者の「戦後」
構想が変容しながら、「冷戦」と結びつくことで、
地域秩序の基礎がつくられたと考えられる 1。例
えば、戦後中国は連合国として国連安保理常任理
事国の地位を得たものの、これが中台分断という
状況と重なり合った。また朝鮮半島は、戦後独立
を果たすが、やがて南北分断へと至る。さらに、
戦後日本もまた占領下に「平和憲法」が誕生する
ものの、冷戦下には日米安全保障条約という同盟
が生まれた 2。
この「戦後」構想と「冷戦」の結節点は、その
他にもさまざまに観察できるだろうが、1950 年 2
月 14 日に締結された中ソ友好同盟相互援助条約
もまた、その一例であるだろう。この攻守同盟の
仮想敵は、何よりもまず旧敵国日本におかれ、次
にその日本と結託する国家――事実上、冷戦の敵、
米国――が取り上げられたからである。
ところが、この中ソ同盟について、これまでの
研究では「冷戦」を闘うための東側陣営の同盟と
して考察することはあっても、これが「戦後」構
想とどのように結び合って成立した同盟なのかを
議論するものはほとんどなかった。1990 年代以
降、新資料の利用とともに、当該分野の研究は飛
躍的に進展するが、この点は変わらない。例えば、
沈志華は冷戦下、ソ連がアジアにおいて米国に対
抗するために、ソ連を盟主とする社会主義陣営に
中国を取り込んだものが、この中ソ同盟の基本的
出発点だと断言する 3。さらに、ウェスタッドは
近代以来、西洋資本主義に対抗する「最大の反シ
ステムパワー」として、この中ソ同盟を理解する
4。「冷戦」を闘う同盟として、誇張にも過ぎる評
価である 5。ただし、この点は議論の前提に過ぎず、
実証研究のおもな対象は利権問題におかれた。つ
まり、中国東北の鉄道、港、新疆などにおけるソ
連の利権あるいは対中経済借款がどのように取決
められたのかという問題が熱心に議論されてきた
のである 6。
では、「冷戦」を闘うはずの中ソ同盟が、なぜ「戦
後」構想のなかの旧敵国日本を仮想敵として明示
しながらも、米国を名指ししなかったのか。二つ
確認しておこう。一つは、中ソ友好同盟相互援助
条約（以下、新中ソ同盟と略）が誕生するそのと
きまで、かつて中華民国とソ連が締結した中ソ友
好同盟条約（1945 年 8 月 14 日締結。以下、旧中
ソ同盟と略）が、少なくとも制度上は存続してい
たことである。この旧中ソ同盟は、連合国が協力
して旧敵国日本の軍事的復活を抑止するという、
まさに「戦後」構想を体現する枠組みをもってい
た 7。もう一つは、新中ソ同盟が誕生したとき、
旧敵国日本との講和は未完で、おまけに東アジア
に西側陣営の同盟は皆無だった。当時米国は、占
領下の日本を「封じ込め」戦略の拠点にしていた
ものの、対日講和を済ませてもいなければ、同盟
関係を築いてもいなかった。米国は朝鮮半島と台
湾への軍事的関与についても曖昧な態度を続けて
いた 8。対日講和が片面のまま成立し、さらに西
側陣営の同盟が東アジア地域に広く制度化される
のは、ようやく朝鮮戦争を経てからであった。
東アジアにおいて「戦後」構想の枠組みが、少
なくとも形式だけは残され、旧敵国との講和が果
たされず、しかも同盟を通じた東西対立の制度化
が未整備であった時期に、新中ソ同盟は誕生して
いる。
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本稿では、この同盟が「冷戦」の敵に対峙する
というだけでなく、旧中ソ同盟の核心部分――旧
敵国を抑止するという「戦後」構想――をどのよ
うに継承しながら成立したのか、その史的過程を
実証したい。そのために、近年公開が進んだ同条
約締結に関わる交渉記録、公電、条約案などを利
用するが、なかでもロシア連邦大統領史料館、同
外交史料館所蔵の外交関連文書は広く公開され、
大半が公刊資料に収録された 9。以下、この史料
に大きく依拠するが 10、中華人民共和国の外交部
檔案や各種公刊資料（文稿、年譜など）について
も適宜参照する。さらに、補足的に関係者の回想
録、日記なども利用した。
Ⅰ　旧中ソ同盟から新中ソ同盟へ
まず、新中ソ同盟が成立するまでのプロセスを
簡潔に整理しよう。そもそも旧中ソ同盟は、ほぼ
終戦と同時に成立したことから、実質的には戦勝
国が協力して敗戦国の軍事的復活の阻止にあたる
という「戦後」構想を主軸に据えた条約だった。
ソ連は一連の在華利権――旅順軍港の使用、中国
長春鉄道（以下、中長鉄道と略）の共同経営など
――を得るが、いずれの利権も敵国日本を抑止す
るという論理で正当化されたものだった 11。
戦後の国共内戦下、ソ連はこの国民政府（以下、
国府と略）との外交関係をあくまでも堅持した。
1947 年 6 月以降、毛沢東の訪ソが何度か計画さ
れるが、いずれもスターリンによって延期された。
彼は毛の不在によって、内戦に悪影響が及ぶこと
を警戒した。1949 年 1 月、彼は毛の訪ソを再び
延期するが、かわりにソ連共産党中央政治局員ミ
コヤンを秘密訪中させる。ミコヤンは中国共産党
（以下、中共と略）幹部と 12 回にわたって濃密な
交渉をもった。このとき、中共側はソ連軍の対日
米プレゼンスを重視し、旧中ソ同盟を評価する。
ミコヤンもまた新たな中ソ同盟をつくるという確
約は与えなかった 12。
6 月 26 日から 8 月 14 日まで劉少奇が秘密訪ソ
したときも、中共側は旧中ソ同盟の条約を承認す
る用意があると伝えた。ただし劉は、中国の新政
権がソ連と外交関係を樹立するとき、①同条約の
受容、②新条約の再締結、③適切な時期に旧中ソ
同盟の条約を再検討する用意があるという覚書の
交換、このいずれが望ましいか尋ねた。スターリ
ンは、この三択をすべて退け、毛の訪ソを待って
解決するとした 13。中共は、このソ連の意向を尊
重した。
10 月 1 日、中華人民共和国が成立すると、東
側諸国と次々に外交関係を樹立していく。その後、
新中ソ同盟の条約交渉がモスクワで始まるが、そ
の過程は三つの段階に分けられる。
第一段階は、12 月中旬から同月末までである。
12 月 6 日、毛沢東は陳伯達、通訳師哲らととも
に秘密裏に北京を出発し、16 日にモスクワに到
着した 14。訪ソの名目は条約交渉ではなく、スター
リンの古希を祝うことにあったため、周恩来は同
行しなかった。16 日夜、クレムリンで毛とスター
リンは会談する。その後、21 日にスターリンの
古希祝賀会が行われ、24 日以降、毛とスターリ
ンが何度か接触をもったようだが、残念ながらこ
の会談については、内容はおろか、時間さえもよ
く分からない 15。ただし、このときソ連は新中ソ
同盟の締結に応じなかったと推測される。
第二段階は、1950 年 1 月中旬までである。毛
はスターリンと会談できず、ヴィシンスキー外務
大臣らと個別交渉を進める。1 月初旬、ソ連が新
たな同盟条約の締結に応じる姿勢をみせ、10 日、
周恩来が条約交渉に参加するため中国を出発した
（20 日、モスクワ到着）。この間、ソ連外務省と
中国外交部が個別に、新条約案を検討あるいは作
成している。
第三段階は、毛、周、スターリンの会談が行わ
れた 1 月 22 日から新条約が締結される 2 月 14 日
までである。1月22日の会談以降、おもに周がヴィ
シンスキー、ミコヤン、ロシチンらを相手に条約、
各種協定の交渉を進め、最終的な同盟成立に至る。
ここで、最終合意された条約と協定を整理して
おこう。中ソ友好同盟相互援助条約のほか、中国
長春鉄道 ･ 旅順口 ･ 大連に関する協定、ソ連から
中華人民共和国への借款供与に関する協定が締結
され、いずれも公表された。ところが、条約には
補充協定が付され、上記二つの協定にもそれぞれ
議定書が付けられていたが、これらはすべて非公
開とされた 16。
以下、旧中ソ同盟の維持を前提に交渉が行われ
た第一段階から新中ソ同盟の締結へと向かう第三
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段階までの条約交渉過程におもに焦点を当てなが
ら、考察を進めていこう。
Ⅱ　同盟の現状維持　－交渉前から第一段階へ―
1　スターリンにとっての中ソ同盟
モスクワ交渉前から第一段階にかけて、中ソ両
国はどのような戦略を立て、交渉に臨んだのだろ
うか。まずは、ソ連の政策から考察しよう。
そもそもスターリンは、国共内戦の終盤にい
たっても、中国への公然たる内政干渉にきわめて
慎重だった。1949 年 1 月、国府から国共調停を
求められたとき、彼は毛沢東に「貴殿の要望を軸
に据えるつもり」だと伝えた上で、「内政不干渉
原則を堅持」すると国府に回答している。また、
訪中したミコヤンは「中共中央はコミンフォルム
に加わるべきではなく、中国共産党をリーダーに
した東アジア諸国の共産党情報局を創設」するよ
う中共幹部に提案し、中国革命をソ連の指揮下に
おく意図がないことを伝えた 17。
この内政干渉への抑制的な態度は、米国による
中国内戦への介入があるかもしれないという警戒
と表裏一体だった。特に、中共軍が揚子江を南下
する 4 月下旬以降、その警戒はいっそう強まる。
スターリンは「米国が中国を華南、華中、華北の
三政府に分割しようとする政策」をとり、「中国
を弱体化」させようとしていると毛に伝えた 18。
5 月下旬には、米英が東南アジアへの革命の波及
を恐れ、「南進した人民解放軍の後方をねらって、
軍隊を青島に上陸させる危険はある」と警告して
いる 19。しかし、このような警戒がひとまず杞憂
に終わり、スターリンは認識をわずかに変化させ
た。
7 月、訪ソした劉少奇を前に、スターリンは目
下米国がソ連と戦争するには準備不足だと語った
のである。あわせて彼は、ソ連が原爆開発を準備
していることもにおわせた 20。その後、中華人民
共和国の成立を経て、モスクワでの中ソ交渉が始
まるが、このときになっても米国が中国大陸に公
然と軍事介入をしかけることはなかった。
そこで、スターリンは中国をめぐる平和が長期
にわたって確保できるという立場から、第一段階
の中ソ交渉で次のように語った。「中国に対して
直接脅威になるものは、現時点ではない。日本は
依然立ち直っていないし、それゆえ戦争の準備は
していない。米国は戦争を騒ぎ立てているが、戦
争を何より恐れている。……平和は我々の努力に
かかっている。もし一致協力すれば、平和は 5 ～
10 年どころか、20 年は確保できよう。場合によっ
てはさらに長期にわたって可能だろう」21。
スターリンは、現状維持によってこの平和を確
保するために、旧中ソ同盟の枠組みに固執した。
彼はいう。この条約は、千島列島、南樺太、旅順
口などについて規定したヤルタ協定の結果、締結
されたものであるから、「米英の承諾を得て締結
されたことを意味する」。もし条約を修正すれば、
ヤルタの条項を修正すべく「問題提起する法的な
口実を米英に与えかねない」。だから「形式的に
は条約を維持」すべきである。ただし、「その内
容を実質的に修正することはできる」。ソ連は旅
順駐軍の権利を保障されてはいるが、「中国政府
の提案にそって現地のソビエト軍部隊を撤退させ
ることは可能」である 22。
また、人民解放軍の台湾進攻にあたって、ソ連
から軍事援助を受けられるかどうか毛に問われた
とき、スターリンは「援助の提供は排除しないが、
援助の形式は検討」すべきだと答え、「米国人に
干渉の口実を与えない」ことが重要だとした 23。
スターリンが旧中ソ同盟に固執するとき、ヤル
タで得た在華利権を確保するということもさるこ
とながら、米国との勢力均衡を崩したくないとい
う配慮が大きく作用していたことは軽視できな
い。彼はソ連軍を引き上げてでも米国の軍事介入
だけは回避しようとした。
2　新中国の向ソ一辺倒
では、中華人民共和国はこのスターリンの姿勢
にどのように向き合ったのだろうか。モスクワ交
渉が始まるまでに、少なくとも二つの前提が生ま
れていた。
第一に、中華人民共和国が成立してもなお、国
家は未統一だった。領土統一という難題はおろか、
内戦さえ完全には終息していなかった。国内建設
を優先するとき、国外の敵と闘争する余裕はない。
毛は、経済復興や国内安定のため、3 ～ 5 年間平
和の小休止が必要だとスターリンに話した 24。
第二に、向ソ一辺倒である。1948 年 6 月、コ
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ミンフォルムがユーゴスラビア共産党を除名して
から、中共は「チトー化」疑念を払拭するため
に、世界を二陣営に分けた上で、ソ連側につくと
いう向ソ一辺倒の姿勢をみせ始める。1949年7月、
毛沢東は「人民民主独裁を論ず」のなかで、この
方針を明確に示した 25。
中国はあくまでも未熟な新興国として、ソ連を
盟主とする陣営に参入した。だからこそ彼らが中
ソ同盟に求めたものは、それほど複雑なものでは
なかった。三つに整理しよう。
まず、ソ連の助言である。彼らはスターリンの
決定を尊重した。毛は自ら訪ソする時期、さらに
周恩来が訪ソすべきかどうかについてもスターリ
ンに決定を委ねた 26。
次に、ソ連からの経済、軍事、技術援助である。
建国後、陳雲政務院副総理はロシチン大使に、ソ
連の援助で「中国の経済的後進性」を克服できる
と話していたし、モスクワでも王稼祥大使がソ連
を「中国の教師」だと呼んだ上で、似たような指
摘をしていた 27。そして、訪ソした毛沢東がその
要求を具体的に示した。総額 3 億ドルにのぼる対
中借款協定に始まり、空路の構築、造船、さらに
は台湾進攻にあたって艦船と航空の分野（パイ
ロット、秘密部隊など）で援助が得られるかどう
か打診したのである 28。
最後に、この国家建設への援助と引き換えに、
ソ連の在華利権を容認した。毛はスターリンに
「帝国主義者の攻撃に対する戦闘が成功するため
には、中国独力では不十分」だと率直に語り、「旅
順口からの［ソ連］軍撤退を急ぐ必要はない」ので、
「現条約を修正しなくてもよい」（［］内は引用者。
以下も同様）とあっさり認めた。毛は「中長鉄道
と旅順口に関する現在の規定は、中国の利益に合
致する」とまで述べた 29。
中国はスターリンの意志を最大限に尊重しなが
ら、旧中ソ同盟の枠組みを残すことを容認する代
わりに、国防上の庇護と経済援助を得ようとした
のである。
Ⅲ　暗黙の前提　―第二段階―
1　二つの契機
旧中ソ同盟の温存を決めた両者だったが、第二
段階に入るとなぜか一転し、新条約の検討を始め
る。その原因を正確に分析するのは至難だが、少
なくとも二つの契機は確認できる。
一つは、西側の報道である。そもそも元日、毛
はロシチンとの会談で、健康状態を理由にあと一
週間は絶対安静にするとともに、国内業務のため
3 ヶ月のソ連滞在予定を 2 ヶ月に切り上げ、1 月
末にモスクワを経つと伝えていた 30。この予定に
従えば、周恩来が訪ソして新条約案を専門的に検
討する時間的余裕はなくなるため、毛は旧中ソ同
盟を温存する決意を暗示したことになる。ところ
がこのころ、中ソ交渉にいっこうに進展がみられ
ないことから、スターリンが毛を軟禁したという
情報が英国の通信社から流れ、慌てたソ連はこれ
までの姿勢を変え、周の訪ソに同意するように
なったと師哲は回想する 31。
もう一つは、米国政府の声明である。1 月 5 日、
トルーマン大統領は台湾問題に関する声明を発表
し、現地への軍事基地の建設、軍事介入はしない
と宣言した 32。12 日にはアチソン国務長官が声
明（以下、アチソン声明と略）を発し、ソ連が華
北を中国から分離し、自国に併呑しており、満洲
でもこの事態は完了間近だと訴えた 33。米国は一
連の声明を通して、東アジアで勢力拡張をはかっ
ているのが自国ではなく、中国への支配を拡げる
ソ連に他ならないことを示唆していた。
これまでスターリンは、旧中ソ同盟の枠組みに
固執することで現状維持をはかろうとしていた
が、いまや新同盟の締結をかたくなに拒絶すれば、
それだけ西側の対ソ不信を招くということがはっ
きりした。米国がソ連による中国支配を非難しな
がら、中ソ分離をはかろうとする状況はすでに生
まれていた。
2　新条約を準備するソ連
ここで、ソ連は新たな展開に出る。まず、米国
の中ソ分離策に二つの分野で対抗する。
一つは、国連の代表権問題である。1949年11月、
周恩来が国連総会議長に親書を送り、国府ではな
く中華人民共和国が唯一の合法政府であると訴え
たとき、ソ連はそれを追認するだけだった 34。と
ころが、翌年 1 月以降、ソ連がこの問題でイニシ
アティブをとるようになる。6 日深夜、ヴィシン
スキーは毛と会談し、ソ連が国民党代表の安保理
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追放を要求する予定だと伝えた 35。このときヴィ
シンスキーは、安保理の国府代表が中国代表の合
法的地位を引き続き務めることを否認するよう、
中華人民共和国外交部から国連安保理などに声明
を出すことを求めた 36。13 日、さらに彼は中華
人民共和国の安保理代表を任命するよう毛に迫
り、これに「大きな政治的意味」があると説明した。
彼によれば、このことが「国連の機能不全」を招
き、ひいては英米が「国際世論を欺く手段を失う」
ことになるということだった 37。17 日、モロト
フは中華人民共和国が国府代表の違法性について
声明を発し、ソ連も［それに同調するように］安
保理で行動すれば、「敵側陣営の秩序をかなり複
雑にする」と毛を鼓舞し、中国の安保理代表任命
を急ぐよう求めた 38。
中ソ分離策へのもう一つの対抗は、アチソン声
明への反論であった。17 日、モロトフはこの声
明に中ソが「協調して反応」すべきだと考え、ま
ず中国政府が声明で反論し、それを受けてソ連が
声明を発するのはどうかと毛に打診した。このと
きモロトフが重視したのは、当時タス通信が報じ
たワード前駐瀋陽米国総領事の発言――ソ連には
満洲の行政統治あるいは併合をする兆候は見られ
ない――であった。モロトフは、ソ連が声明のな
かでこのワードの発言を取り上げるとした 39。
こうしてソ連は中ソ結束を大慌てで演出し、自
身の中国支配のイメージを払拭することに躍起に
なった。ソ連が新しい中ソ同盟の条約作成に着手
するのは、まさにこの時期である。彼らが新条約
を決意した正確な日付までは依然分からないが、
少なくとも 1950 年 1 月 2 日には、毛にその意思
が伝えられている。この日、モロトフは「新たな
中ソ友好同盟条約」の締結に応じ、周の訪ソを認
めた。毛が「旧条約を新条約に取り替えるのか」
と真意を質したところ、モロトフはこれを認めた
という 40。4 日、周はこの件をシバイエフ駐華代
理大使に確認した。6 日にはシバイエフがソ連外
務省からの指示だとして、訪ソのための特別列車
を手配すると周に伝えた 41。ただし、ソ連が新条
約の締結を認めたとはいっても、それが旧条約と
どれほど違うものに仕上がるのか、このときまっ
たく未定であった。例えば、6 日、ヴィシンスキー
は「新条約の問題は複雑」で、米英にこれまでの
合意事項を修正する口実を与えてはならないと毛
にくぎを刺している 42。
新条約の作成は、中国側と正式な交渉をするこ
となく、1 月初旬からソ連外務省のなかで個別に
始められたとみられる。条約案の第一稿は、前文
で「反侵略闘争」における相互援助を謳い、特定
の国家を仮想敵にはしなかった。ただし、第二条
で一方が軍事侵攻を受けたとき、他方は全面的援
助（軍事援助含む）を与えなければならないと明
記し、共同防衛だけは保障した。なお第七条では、
1945 年の各協定（中長鉄道、旅順 ･ 大連［以下、
旅大と略］に関する協定）が引き続き有効だとし
ていた 43。
ところがその後、第一稿は大きく修正される。
まず、日本が仮想敵として明示された。第二稿第
一条では、「日本あるいは直接、その他いかなる
形式によるにせよ日本と結託するいかなる他国の
再侵略の脅威をも阻止するために、あらゆる措置
を共同でとることを約束する」とされた 44。その
後の草稿でも、この点は受け継がれた 45。次に、
旧中ソ同盟で得たソ連の在華利権についても、中
長鉄道に関連する利権こそ温存されたが、旅大に
おけるソ連軍駐屯については大幅な譲歩がみられ
た。第三稿で、旅大のソ連軍を 2~3 年以内に撤
退させるとしたのである 46。その後、第五稿を経
て、16 日にヴィシンスキーが再修正案を提起す
る。そのなかで彼は、旅大のソ連軍撤退を 1950
年から始め、2~3 年以内に完了するとしたが、中
長鉄道の法的地位については、旧中ソ同盟の協定
で規定された期限を有効と認めた 47。
1 月 22 日、第三段階の中ソ交渉を目前にして、
条約案など各種草案がソ連共産党中央を通過し
た。このとき、同盟条約の本文とソ連の在華利権
に関わる取決め（中長鉄道、旅大）は切り離され
た。さらに後者の草案（議定書）のなかで、「中
華人民共和国が近く国防力を高める」ということ
を念頭に、ソ連軍を撤退させることが新たに謳わ
れた 48。
さて、東アジアの現状維持をはかろうとしてい
たソ連が、中国を支配下においていると米国から
非難を受けるなかで、新条約の原案は作成された。
この草案は現状維持を新たに演出するため、少な
くとも二つの工夫を施していた。一つは、仮想敵
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の選定である。旧中ソ同盟の仮想敵（日本）をあ
くまでも引継ぎ、冷戦の敵（米国）については名
指しすることなく、旧敵国と結託する場合にのみ
仮想敵になるという条件を設けた。もう一つは、
ソ連の在華利権である。ソ連は米国からの非難を
払拭するかのように、中国の国防上の自立性に言
及すると同時に、自らの軍事プレゼンスを大幅に
削ることにした。その他の利権（中長鉄道の共同
管理など）については、あくまでも旧中ソ同盟の
枠組み――仮想敵の抑止――を口実としながら、
確保するにとどめたのである。
3　二つの主軸をつなぐ中国
ソ連の新たな姿勢に、毛沢東らは積極的に呼応
した。まず、ソ連が呼びかけた中ソの戦略的結束
であるが、彼らは急いでこれに対応する。国連安
保理の代表権問題については、ヴィシンスキーか
ら最初の提案があったとき、毛はこれに「100%
同意する」と答えた 49。8 日、周恩来から国連総
会議長ならびに同事務総長らに声明が発せられ、
そのなかで「中国国民党反動残党グループの代表」
は違法であって、追放すべきだと伝えられた 50。
ただし、新たな中国の安保理代表の任命に毛は
いささか消極的だった。そもそも適任者の選考か
らして難しいし、安保理内で多数が得られず、法
的権限を得られないというのがその理由だった
51。ひとまず、毛は中共中央に人選を指示し、周
がモスクワに到着してから彼と相談して決めると
本国に伝えた 52。ところが、ソ連から代表任命を
せかされた毛は、モスクワへ移動中の周と電話で
相談し、張聞天を代表とするのが適当だという結
論に至った。彼はこれを本国に伝え、中共中央が
同意すれば、19 日にもこの件を公表してほしい
と指示した 53。19 日、周外交部長の名義でこの
件が国連に訴えられた 54。
次に、アチソン声明に対する反撃であるが、毛
はモロトフに同調し、中国外交部長による声明を
用意するとした。毛は「アチソンがソビエト連邦
を誹謗するような捏造を行っていたことを暴露す
る」と伝えた 55。20 日、新華社への記者発表が
行われたが、談話を発表したのはモスクワに移動
中の周恩来ではなく、胡喬木新聞総署署長であっ
た 56。いずれにしても中国は談話を通して、ソ連
が中国を併合してきた、併合している、将来併合
するというデマによる中傷は中ソ両国の人民を怒
らせ、両国の友好協力を強化するだけだと喝破し
た 57。
さて、ソ連の意志を尊重していた中国にとって、
ソ連自身が新条約の締結を認めたことは、大きな
前進だった。毛はこの件をいち早く本国に伝え
58、3 日夜には中共中央政治局が、毛の指示に沿っ
て周の訪ソを決めた。さらに本国では、同盟条約
の年限や旅順の租借期限など中ソ交渉にむけた検
討が進められた 59。
中国は二つの主軸を立てて、新たな同盟を設計
しようとした。一つは、旧中ソ同盟の核心を残す
というものである。ソ連が新条約の締結に応じた
直後、毛は「新しい中ソ友好同盟条約」について、
さっそく本国に指示を与えている。それによれ
ば、「日本およびその同盟者による潜在的な侵略
に対して防衛するという目標および外モンゴルの
独立承認については、依然新条約の基本精神であ
る」ということだった 60。これが、旧中ソ同盟を
堅持しようとしたスターリンへの配慮だったとす
れば、もう一つの主軸は同盟を「新しい情勢」に
見合ったものに作りなおすことであった。毛はそ
の見解をヴィシンスキーに語っている。議論は一
部前後するが、その骨子をまとめてみよう。旧同
盟条約の「二大構成要素」であった「日本と国民
党」は「重大な変化を受けた」。「日本は軍事勢力
としての存在をやめ、国民党は崩壊した」からで
ある。「中国人民のなかの一定数は……既存の条
約に不満を表明」している。だから中華人民共和
国とソ連との間に「新しい友好同盟条約」を締結
すべきであるし、この条約締結は両国間に生じた
「まったく新しい関係に起源がある」61。
かたや旧条約の核心を残し、かたや同盟全体を
刷新する。およそ正反対を向いたこの二つの主軸
をつなぎ合わせるには、いくらか工夫が必要で
あった。その具体案は中ソ交渉の第三段階で披露
されるが、第二段階にどのような政策決定を経て
それが準備されたのか、現在の資料状況では詳し
く知るすべはない。ただし、第二段階で提起され
た重要なアイデアだけは、断片的ではあるものの、
いくつか拾い上げることはできる。
1 月 5 日、中華人民共和国外交部内で中ソ同盟
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に関する座談会が開かれ 62、その知恵が絞られ
た。まず、ソ連が対日講和を締結するまで、ヤル
タ協定を堅持し、その修正に反対するだろうとい
う判断が示された 63。そこで、旧中ソ同盟の第三
条――日本侵略に対する共同防衛――について、
それをなくすのではなく、その基礎（仮想敵）を
拡大させてはどうかという意見が相次いだ。「現
在、中ソが受ける侵略の脅威は日本に止まらない。
ひょっとすると、別の対象が最も恐ろしいかもし
れないので、基礎を拡大した条約をもって、侵略
に対して広く共同で制止しなければならないだろ
う」64。「条約全体を拡大すべきである。日本の
問題だけでなく、少なくとも極東の平和について
も、それを強化するという意義を持つべきである」
65。これらは、旧敵国と冷戦の敵とを合わせて仮
想敵にするという発想に他ならない。その上で、
ソ連軍のプレゼンスが正当化された。「今日、旅
順問題は帝国主義の脅威にさらされ….. 米国が日
本という反共反ソの根拠地を利用するときには、
軍港が一港必要となる。ソ連がいなくなれば、我々
で海軍を持つことはままならない」。だから旧中
ソ同盟の取決めに沿って、30 年間は旅順軍港の
回収は不要だとされたのである 66。
この座談会の内容が、その後の政策決定にどの
ように影響したのかを知る資料はほぼ未公開であ
る。ただし、少なくとも仮想敵の対象を拡げ、そ
の敵の侵略から共同防衛するためにソ連の在華利
権を容認するという、ここで示された基本線は、
毛沢東が第三段階の交渉でスターリンに披露する
ものとほぼ同一である。なお、仮想敵の拡大につ
いては、モスクワ交渉の第三段階を目前にして、
その具体的な対象がいち早く公表された。
1 月 17 日、『人民日報』社説「日本人民解放の
道」は、友敵を次のように示した。友は日中両人民、
社会主義ソ連、各人民民主主義国家、プロレタリ
ア、被圧迫民族であるが、敵は「日本帝国主義お
よびその支持者アメリカ帝国主義」であり、「日
本帝国主義者は昔も今も依然として中国人民の敵
である」67。これによれば、仮想敵は日本それ自
体ではなく、かつての敵国勢力の復活とその支持
者ということになる。毛はこの文章がよくできて
いると評し、スターリンに送付するとした 68。仮
想敵の主力を「日本帝国主義」とする表現は、そ
の後中国側の草稿を経て、正式な同盟条約に採用
されることになる。
このようにして、中ソ両者は正式な会談をもっ
て新条約の草稿をすり合わせたわけではないが、
それぞれが独自に同盟を設計した結果、旧中ソ同
盟の核心（旧敵国の復活阻止）と新しい敵（米国）
とを結びつけるという暗黙かつ共通の前提にたど
り着いた。
Ⅳ　新中ソ同盟の成立　－第三段階―
1　基本線の確定
1 月 22 日、毛沢東、周恩来、スターリンが列
席した会談で、新たな同盟条約の基本線が決まっ
た。まずは、スターリンが示した見解を三つに整
理してみよう。
第一に、旧中ソ同盟の修正である。これはモロ
トフらを通じて間接的に伝えられていたが、この
ときスターリンが初めて明言した。「以前、我々
はこれらを残しておいてもよいと考えていた。現
協定［旧中ソ同盟］は、条約を含めて修正しなけ
ればならない。なぜなら条約の基礎にあるのは対
日戦の原理だからだ。戦争が終結し、日本が崩壊
したため、情勢は変化し、いまや条約は時代錯誤
の性格を帯びるようになった」69。
第二に、新旧の敵を合わせて仮想敵とした。ス
ターリンは毛に同調して、こう述べた。「日本人
は中堅幹部を温存させたし、彼らは必ずや台頭す
る。特に、米国人が現在の政策を継続するという
条件下においてはそうである」70。
第三に、在華利権の大幅な譲歩である。まず、
旅順口に関する旧協定が「不平等」だとした上で、
この修正はヤルタ協定に抵触するが「そんなもの
はどうでもよい！」。「一旦、我々が条約修正の立
場に立つなら、徹底せねばならない」と述べ、現
地からのソ連軍撤退を対日講和後にしてもよい
し、即時でもかまわないとした。次に、中長鉄道
の共同経営などを定めた旧協定については、その
期限を短縮してもよいと認め、ソ連外務省が準備
した草稿にはない譲歩をみせた。ただし、スター
リンとモロトフは、鉄道の指導職を交替制にする
ことや出資の割合を中ソ対等にすることについて
は譲らなかった 71。
一方、中国側はおもに毛沢東が交渉を進めた。
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まず、彼はソ連の在華利権に配慮を示し、旅順口
と中長鉄道に関する旧協定の「法的有効性を保持
することは基本原則としなければならないだろう
が、実際のところ修正は許されるのか」と尋ねた。
スターリンが上記のように利権問題で譲歩しても
なお、「旅順口の［旧］協定は対日講和条約の調
印時まで有効であるべきだし、同条約調印後にこ
れは失効し、ソビエト軍も撤退するものと考える」
として、当面はソ連軍の在華プレゼンスを容認す
る姿勢をみせた 72。
毛はソ連に配慮をみせながら、旧中ソ同盟の基
礎を二方面から拡大しようとした。一つは、仮想
敵である。彼は、条約では「日本が侵略を繰り返
すのを防止する必要」について規定すべきだが、
それは「帝国主義諸国」が中ソ両国の繁栄を「妨
害しようとすることは排除できない」からだとし
て、新旧の敵を重ね合わせるよう暗に求めた。も
う一つは、同盟の範囲である。毛は、「新条約に
は政治、経済、文化、軍事協力の問題を含めねば
ならない」とした上で、「最重要の問題は経済協
力になろう」と語った。なかでも「満洲における
経済復興と発展」が最重要だと述べた 73。以上の
二つは、毛にとってトレード ･ オフの関係にあっ
た。仮想敵の侵略を共同防衛するという論理でソ
連の在華利権を容認する一方、ソ連から国防ある
いは経済上の援助を引き出そうと考えたからであ
る。
ここで、新条約の基本線が決まった。新旧の敵
を仮想敵にしながら、少なくとも対日講和が果た
されるまではソ連の在華利権を維持する。その後、
その利権を撤廃あるいは大きく削減する。いわば
第二段階でたどり着いた暗黙の前提が、基本線に
なったのである。
2　両者の対案
毛とスターリンの定めた基本線に沿って、ここ
から外相を中心にした最終折衝が始まる。これま
で条約案を示していなかった中国側は、1 月 24
日に条約の草稿を、26 日に旅大と中長鉄道に関
する協定案をヴィシンスキーに提出した。それぞ
れ内容を確認してみよう。
まず、条約案である。ソ連案と大きな相違はな
かったが、仮想敵の設定については独自の構想を
生かし、「日本帝国主義の復活
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および日本と結託
するその他国家が新たに侵略戦争を発動するのを
共同で防止することを切望」（傍点は引用者）す
ると表現した 74。
一方、協定案については、スターリンが在華利
権で大幅な譲歩をみせたことを受け、中国側もや
や大胆にソ連の利権に制約を加えた。まず、ソ連
がすべての在華利権を最終的に放棄することを明
示した。第一条で、ソ連政府が「海軍基地として
旅順口を借用する権利」、大連と中長鉄道に関わ
る「権利と利益」を放棄するとともに、これらの
権利と利益をすべて中華人民共和国に返還するよ
う声明するとしたのである。ただし、対日講和ま
ではその利権を存続させるとした。特に、旅順口
からのソ連軍撤退（第二条）や鉄道（付属財産含
む）の対中譲渡（第四条）は、対日講和後あるい
は 3 年を超過せずに行われることが謳われた。さ
らに、戦時という条件に限って、ソ連軍の在華プ
レゼンスを容認した。第二条のなかで、日本とそ
の結託国から侵略を受け戦争になったとき、「敵
に対する共同作戦の実施に利するよう、旅順口海
軍基地を［中ソが］共同使用できる」と規定した
のである 75。
中国案は、旧中ソ同盟の基礎を拡大しながらも、
条約全体を刷新するものであった。新たな情勢に
見合うよう仮想敵を新旧の敵に拡大した上で、そ
の敵が侵略戦争を仕掛けるという条件下にのみ、
ソ連の在華利権を認めたからである。これによっ
て、平時にはソ連の利権を全廃し、戦時にはソ連
からの防衛協力を確保しようとしたのである。
ソ連はこれに巧妙な対案を練った。条約案につ
いては、「日本帝国主義の復活」や日本と組んで
侵略行為におよぶ国家を相手にした攻守同盟とい
う点で中国案からの変更はなかった 76。
彼らの工夫は、ソ連の利権を具体化した協定案
に凝集された。一方で、ソ連が在華利権を拡げて
中国を支配しているという非難は躱したいが、他
方、旧中ソ同盟で得た利権をまるごと失うことも
また避けたい。そこで、彼らは合意文書を公開用
と非公開用に分けることにしたのである。
その大枠は 28 日以降に固まる。ソ連は最終的
に公開されることになる協定案に、中国の自立性
とソ連による利権の放棄を書き込んだのである。
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彼らは、1945 年以降の新たな情勢――日本敗北、
国民党の打倒、中国の新政府樹立――をふまえて、
中国の新政府が全国を統一し、独立自主、領土保
全などを十分に堅持していることを示した。さら
に、中国案を全面的に受容しながら、対日講和後
もしくは遅くとも 1952 年末までには中長鉄道、
旅大の利権、財産などを放棄あるいは中国に譲渡
することを認めた 77。
これが表の顔だとすれば、非公開予定の文書が
裏の顔である。ここに、ソ連の在華利権が具体的
に盛り込まれた。「議定書」第三条では、「ソ連の
軍隊と軍需物資は満洲里−綏芬河両駅間および中
国長春鉄道沿線を自由に往来輸送する」として、
平時、戦時にかかわりなく、ソ連軍がシベリアか
ら日本海へと自由に出られるよう軌道を確保しよ
うとした 78。さらに、条約の「補充協定」もまた
作成され、そのなかで「ソ連極東地域、中央アジ
ア共和国の領土と同じく、中華人民共和国の満
洲、新疆領土においても、外国人に利権は提供さ
れないし、工業、財政、通商、その他の企業、機
関、団体、組織の活動に直接的にも間接的にも第
三国の資本あるいは同国公民を参加させてはなら
ない」と規定された 79。
さて、非公開予定の文書を別にすれば、条約の
大枠は 1 月末にはほぼ完成をみた。1 月 31 日に
中国側が示した条約の再修正案が、ソ連案をほぼ
受容する内容だったからである 80。残されたのは、
ソ連の在華利権をどのように取決めるかという難
題だった。
3　最後の折衝
周恩来は、ソ連が「議定書」のなかでソ連軍の
中長鉄道利用を求めたことに抵抗した。彼はまず、
中国軍もシベリア鉄道を利用して満洲里−伊寧
［新疆］間を自由に移動できるようにすべきだと
訴えた 81。周は中国側もソ連の権利に見合ったも
のを持たなければ中国国内で理解が得られないだ
ろうとその理由をヴィシンスキーに説明している
82。次に、ソ連軍の中長鉄道利用に重大な制約を
設けた。そもそもソ連の原案では、平時において
も鉄道の利用が認められることになるが、周は「極
東で戦争の脅威が生じたとき」に限って、その権
利を実行するよう制約を課したのである 83。なお、
ソ連が求めた「補充協定」の内容――満洲、新疆
における第三国排除――については、周がそれを
大きく修正するよう働きかけた経緯は見当たらな
い（本稿注 79 参照）。
さて、周恩来がみせた抵抗であるが、ソ連は半
分拒絶し、半分受け入れた。まず、中国軍による
シベリア鉄道の利用については、頑なにこれを拒
絶した。ソ連側は、この要求がソ連への「対案」
であり、「とりわけ陰湿な反対」である。何よりも、
新疆に軍事脅威があるとは思えないし、この鉄道
を利用するのは遠回りで不便だと反論したのであ
る 84。結局、中国がソ連領内に利権をもつことは
許されなかった。
一方、ソ連軍による中長鉄道の利用を戦時に限
定するという案については、原則これを受容した。
ソ連側はこれについて、「極東においてソビエト
連邦に対する軍事的脅威が実在していることを考
慮すれば、あまりに自然で説得的である」と答え
たのである 85。
こうして、同盟条約の本文、ソ連の在華利権を
取決めた協定、議定書、さらには補充協定の大枠
がまとまった。
おわりに
ここで、最終合意された内容を確認しよう。ま
ず、条約本文である。前文は中国案を反映して、「日
本帝国主義の復活、および日本あるいはいかなる
形式によるにせよ侵略行為において日本と結託す
るその他の国家の新たな侵略を共同で防止する決
心」を持つと謳う。さらに、第二条では「両締約
国は、相互の同意を経て第二次世界大戦中のその
他の同盟国とともにできるだけ短期のうちに日本
との平和条約を締結する」として、この同盟があ
くまでも旧敵国との講和を想定したものであるこ
とを明示した 86。
次に、中長鉄道と旅大に関する協定である。こ
の前文もまた、毛の提案を生かして、「一九四五
年以来、極東の情勢は根本的に変化した」ことを
示している。その上で、第一、二条では、対日平
和条約締結後あるいは 1952 年末よりも遅れるこ
となく、中長鉄道の共同管理に関わる全権利、同
鉄道に所属する全財産を無償で中国に引渡すとと
もに、ソ連軍が旅順口海軍根拠地から撤退すると
中ソ同盟の成立（1950年）
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規定した。ただし、戦時下に限って、中ソが旅順
海軍根拠地を共同使用できる道は残した 87。なお、
対中借款に関する協定では、総額三億米ドルが提
供されることが取決められた 88。
そして条約の「補充協定」であるが、経済分野
において第三国を満洲、新疆から排除するという
規定は、おもにソ連の原案を基礎にした文言（上
記の引用文）がそのまま採用された 89。さらに、
中長鉄道と旅大に関する協定に付された「議定書」
では、周の抵抗が反映され、「極東において対ソ
戦の脅威が発生したとき」、ソ連軍および軍需品
が妨害を受けることなく満洲里−綏芬河両駅間を
往来輸送することが取決められた 90。
さて、新中ソ同盟は「戦後」構想の核心――旧
敵国の復活阻止――を維持しながら、「冷戦」の
新たな敵にも向き合えるよう設計された攻守同盟
であった。当時、条約交渉に同席した伍修権は、
この条約の「核心的内容」を議論するなかで、こ
う回想する。「当時は、第二次世界大戦が終わっ
てまもなく、戦争中に損害を被らなかった米帝国
主義者が日本軍国主義者を育成しており、中ソ両
国の安全に大いなる脅威を作り出していた」91。
では、新中ソ同盟が「戦後」構想と「冷戦」を
結び付けたことには、どのような意味があったの
だろうか。当時、東アジアでは旧敵国との講和が
果たされず、米国の朝鮮半島、台湾への軍事的関
与は曖昧であり、西側同盟はあくまでも未整備で
あった。いわば「戦後」から「冷戦」的対立の制
度化が進むまでの過渡期に、新中ソ同盟は成立し
たことになる。中ソは米国主導の西側同盟が整備
されることを見越して、「冷戦」の敵に向き合う
べく強固な共同防衛体制を築こうとしたわけでは
なかった。米国を仮想敵として名指ししなかった
ばかりか、旧中ソ同盟と比べても、ソ連軍の在華
プレゼンスを大幅に後退させようとしたからであ
る。
中国にとっては、領土統一と国内建設という課
題だけでも未完の難題であり、対外闘争に打って
出るほどの余裕はなかった。彼らが同盟に求めた
ものは、平時からの恒常的なソ連による軍事防衛
ではなく、戦時に限定した共同防衛の保障であっ
た。何よりも中国が平時において望んだものは、
ソ連による国内建設への大規模な経済、技術援助
であった 92。
一方、スターリンにとって、冷戦の主舞台はヨー
ロッパにあったため、東アジアではあくまでも現
状維持を優先し、中国内戦への公然たる介入は自
制した。中華人民共和国成立後にいたってもなお、
旧中ソ同盟の枠組みをすぐには崩そうとしなかっ
た。だから新中ソ同盟の成立にあたっては、仮想
敵の選定からソ連軍の在華プレゼンスにいたるま
で、米国との対決姿勢を緩和させるような工夫を
施すことになったのである。ソ連の在華利権は、
西側諸国の目にとまらない非公開用の「議定書」
と「補充協定」のなかでのみ温存された。
おそらく新中ソ同盟は「冷戦」の敵と対決する
ことよりは、できるだけ現状維持をはかることに
配慮しながら、新たに誕生した中国の国家建設を
平和な環境のなかで支えることに重点をおいた取
決めだった 93。ソ連は、ひとたび朝鮮戦争が起こ
ると軍事介入に消極的な姿勢を示すし 94、中ソ同
盟を強固な共同防衛体制にしようとしたのは、フ
ルシチョフ政権期である。
結局、東アジアにおける東西対立の結果、新中
ソ同盟が誕生したというよりは、この同盟を一つ
の契機として同地域に冷戦的対立がつくり上げら
れていくという方が実情に近いだろう 95。
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The fundamental regional order in East Asia was formed by the experiences of two global wars: World War II and 
the Cold war. World War II led to the peaceful idea of “postwar” order in which the victorious powers (the United 
States, the Soviet Union, and China etc.) would deter the defeated nation (Japan) from rising again as a military 
power. Although the idea decayed quickly, its core alone survived and was connected with the Cold war rivalry. For 
instance, the Japanese postwar “peaceful Constitution” is connected with the Cold War-oriented U.S.-Japan alliance 
since 1950s. 
This connection can be discovered also in the Sino-Soviet alliance of 1950 which specified Japan (their former 
enemy of WWII) and the U.S. (their Cold War rival) as potential enemies. Previous research, however, takes it 
for granted that the alliance was established to confront the Cold War enemy alone. This paper aims to clarify the 
historical process in which the Soviet Union and the People’s Republic of China (PRC) identified Japan and the U.S. 
as their potential enemy in the scheme of the alliance.
The conclusion can be separated into three dimensions:
(1) To maintain the “status-quo” in East Asia, Joseph V. Stalin was determined to establish an alliance with the 
PRC only by retaining the core of the scheme of the former Sino-Soviet alliance of 1945 which was to prevent Japan 
from restoring its military power in an effort to embody the idea of the “postwar” order.
(2) To secure Soviet military or economic assistance, China accepted many of Stalin’s demands, although it 
endeavored to circumscribe the Soviet interests in China as much as possible.
(3) Both elements mentioned above led to the framework of an alliance in which the former enemy (Japan) was 
maintained as the main potential enemy for both China and Russia.
（2012 年 5 月 29 日受理）
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